


   個人情報保護制度の沿革 

平成13年４月 秋田県個人情報保護条例 施行 

●県の機関が保有する個人情報の取扱  
    いについて、具体的なルールを決めま  
    した。 
●民間企業等の個人情報の取扱いにつ  
    いては、法律による制度が整備されて  
    おらず、条例により一定の基準を示し、  
    指導等を行うことにしました。 

平成15年５月 個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）            一部施行 
行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律        公布 
独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律  公布 

●個人情報に対する意識が高まりつつある中で、国が個人情報の保護に関する制度の整備を進めまし  
     た。 
●個人情報保護法では、個人の権利利益を保護することを目的に、個人情報の適正な取扱いを求める  
   とともに、国や地方公共団体の役割などを規定しています。 

平成17年４月 個人情報保護法  全面施行 

●個人情報保護法が全面的に施行され、民間事業者に対し、個人情報の取扱いに関して共通する必要  
   最小限のルールにより、一定の義務を課すことになりました。 

秋田県個人情報保護条例  改正 

●個人情報保護制度の一層の充実を図るために条例を改正し、個人情報の利用停止請求等の新たな  
   制度や職員等に対する罰則規定を設けました。 
●公安委員会、警察本部は、平成18年４月から条例の対象となりました。 

個人情報保護法 

個人情報 
保護条例 

国の行政機関 独立行政法人等 

公共部門 民間部門 

民間事業者に対する 
個人情報の取扱いのルール 
（第４章～第７章） 

民間・公共を通じた基本法第１章～第３章 
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平成27年９月 個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律の一部を改正する法律  公布 

●情報通信技術の発展や事業活動のグローバル化等の急速な環境変化等を踏まえ、消費者の個人情   
  報の保護を図りつつ、事業者によるパーソナルデータの円滑な利活用を促進させ、新たな産業やサー          
     ビスを創出するための環境を整備することになりました。 

平成29年５月 個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律の一部を改正する法律  全面施行 

●個人情報の定義の明確化、匿名加工情報を利活用する制度、個人データの第三者提供に係る確認  
   記録作成等の義務化、5,000人以下の個人情報を取り扱う事業者に対する法令適用等に関する規定  
     が設けられました。 
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 県や事業者が保有する個人情
報について、開示の請求をするこ
とができます。この場合、運転免
許証、パスポート、マイナンバー
カードなど、本人であることを証明
する書類が必要です。 
 



  事業者の皆様へ （個人情報を適正に取り扱うために） 

 個人情報保護法では、個人情報をデータベース化し、事業活動に利用している事業者（「個人情報
取扱事業者」といいます。）に対し、個人情報の取扱いについて次のような義務が課せられています。 
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 個人情報を利用するとき 

  利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ 

   最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当該   
   データを遅滞なく消去するように努めなければなりません。 
※個人情報保護法では、「個人情報」を検索可能な形で体系的に整理したものを「個  
     人データ」と呼んでいます。 
     例えば、取引先の従業員と名刺交換をし、これがある程度の枚数たまってきたとし     
     ます。名刺に記載されている内容は当然「個人情報」になりますが、これを無造作に    
     机の中に入れているだけでは「個人データ」にはなりません。これを五十音順や業  
     種別に整理し、検索できる状態にして初めて「個人データ」となります。 

 個人情報を取得するとき 

  個人情報の利用目的をできる限り特定し、原則として目的以外に利用することはできません。利  
  用目的の範囲を超えて利用する場合には、本人の同意が必要となります。 
  偽りその他不正な手段によって個人情報を取得してはいけません。 
  要配慮個人情報を取得する場合は、原則として、あらかじめ本人の同意を得なければなりません。 

  個人情報を取得した場合は、その利用目的について、本人に対し通知または公表しなければな  
    りません。 
  本人から直接書面に記載された個人情報を取得する場合（契約の申込みやアンケートの回答な  
    ど）は、あらかじめ本人に利用目的を明示しなければなりません。    

  第三者から個人データの提供を受けるときは、提供者の氏名、その提供者がその個人データを取  
   得した経緯を確認するとともに、受領年月日、確認した事項等を記録し、一定期間保存しなければ  
   なりません。 

 第三者から個人情報の提供を受けるとき 

※「要配慮個人情報」は、不当な差別、偏見その他の不利益が生じないように取扱いに配慮を要する情報として、個人情  
   報保護法に定められた情報です。具体的には、人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事  
   実等のほか、身体障害、知的障害、精神障害等の障害があること、健康診断その他の検査の結果、保健指導、診療・    
   調剤情報、本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索等の刑事事件に関する手続が行われたこと、本人を非行少年  
 又はその疑いがある者として、保護処分等の少年の保護事件に関する手続が行われたことが該当します。 

  個人データを他の事業者や外部の者などの第三者  

  に提供する場合には、 原則として、あらかじめ本人  
   の同意を得なければなりません。 
※委託の場合、合併等の場合、一定事項の通知等を行い特定の者  
   と共同利用する場合は、第三者提供とはみなされません。 

 第三者に個人情報を提供するとき 

※「オプトアウト」とは、本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止する場合、本        
 人の同意を得ることなく第三者に個人データを提供することができる制度です。 

    第三者に個人データを提供したときは、提供年月日、受領者の氏名等を記録し、一定期間保存し  

   なければなりません。 

要配慮個人情報は、オプトアウトにより第三者へ提供することはできません。    

  オプトアウトにより個人データを第三者に提供する場  

 合は、必要な事項を個人情報保護委員会に届け出な 
  ければなりません。 
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広報広聴課 



 罰則、事実の公表（個人情報保護法第84条、条例第47条） 

 苦情相談の処理（条例第48条） 

   事業者の個人情報の取扱いに関し苦情の相談があったときは、迅速かつ適切な処理に努めます。 
     法律に基づく個人情報保護委員会のガイドライン及び特定分野の事業所管大臣のガイドラインに沿った 
     指導等との整合性を考慮し、原則として関係法令の所管課の担当職員が同席の上、対応し ます。 
 

 指針の作成（条例第44条） 

【相談から是正までの流れ】 
 

   法律に違反する不適正な個人情報に取扱いがある場合、個人情報保護委員会は助言、勧告、命    
   令等を行うことができます。 
     条例に違反する場合、県は事業者に対し説明や資料の提出を求めたり、助言、勧告することができま 
   す。 
 

広報広聴課 
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 助言・勧告の実施（個人情報保護法第40条～第42条、条例第44条～第46条） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 秋田地域振興局管内については、広報広聴課で扱います。 
 

              ◇各市町村にも、相談窓口があります。 
     ◇消費生活相談は、生活センター（TEL018-835-0999）で受付を行っています。 
     ◇法律及び政令の条文等は、個人情報保護委員会のホームページをご覧ください。 
       （https://www.ppc.go.jp/personal/legal/） 

個人情報 
総合窓口 

 広報広聴課（秋田県庁本庁舎１階） 

  TEL 018-860－4091  FAX 018-860-1072 
  ホームページ http://www.pref.akita.lg.jp 

個人情報 
地方窓口 

 鹿角地域振興局地域企画課   TEL 0186-22-0457 

 北秋田地域振興局地域企画課  TEL 0186-62-1251 
 山本地域振興局地域企画課   TEL 0185-55-8004 
 由利地域振興局地域企画課   TEL 0184-22-5432 
 仙北地域振興局地域企画課   TEL 0187-63-5114 
 平鹿地域振興局地域企画課   TEL 0182-32-0594 
 雄勝地域振興局地域企画課   TEL 0183-73-8191 

★決定内容に不服があるときは 
  開示、訂正または利用停止するかどうかの決定に不服がある
ときは、行政不服審査法に基づく審査請求をすることができます。 
  審査請求があったときは、県の機関は、個人情報保護審査会
に諮問し、その答申を尊重して、改めて裁決を行います。 
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審査請求 

裁決通知 

http://www.pref.akita.lg.jp/

